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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。 

４．第43期までは、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載してお

りません。また、44期中は潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在しますが、１

株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。 

５．平成18年６月30日付けのすみやグッディ株式会社に対する楽器事業等の事業譲渡に伴い、従業員50名が転籍

いたしました。 

６．「従業員数」欄のうち、平均臨時雇用者数にはアルバイトも含めて表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 12,421,312 11,646,748 9,445,743 25,739,907 23,888,946

経常利益 
又は経常損失(△)

(千円) △182,205 △4,405 △349,647 11,201 14,166

中間（当期）純損失 (千円) 222,031 2,702,404 762,607 13,847 4,567,345

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― － ― －

資本金 (千円) 1,917,769 1,917,769 747,500 1,917,769 1,917,769

発行済株式総数 (株) 8,737,717 8,737,717 17,841,074 8,737,717 8,737,717

純資産額 (千円) 2,818,755 390,935 274,996 3,070,528 △1,446,312

総資産額 (千円) 15,730,384 13,105,378 8,962,089 15,289,216 10,468,015

１株当たり純資産額 (円) 356.32 49.45 17.18 388.29 △183.00

１株当たり中間 
（当期）純損失

(円) 28.06 341.78 67.04 1.75 577.73

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― － ― －

１株当たり配当額 (円) ― ― － ― －

自己資本比率 (％) 17.9 3.0 3.1 20.1 △13.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 285,812 215,729 △286,952 523,258 521,314

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 619,381 △30,456 485,394 769,280 48,602

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △879,220 278,152 93,589 △1,391,220 △497,693

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 431,323 770,094 670,923 306,668 378,891

従業員数
〔外、平均臨時
 雇用者数〕

(人)
280

〔551〕

273

〔558〕

206

〔476〕

274

〔554〕

265

〔537〕



２ 【事業の内容】 

(1) 主要な関係会社の異動 

平成18年6月19日付けで、すみやグッディ株式会社の株式1,000株(100%)全株を、すみや不動産株式会

社に譲渡いたしました。その結果、すみやグッディ株式会社は当社の子会社ではなくなりました。ま

た、平成18年7月14日付けで、すみや不動産株式会社の所有する当社株式を、無償にて取得しこれを消

却したことにより、その他の関係会社であった同社は当社の関係会社ではなくなりました。 

 なお、平成18年7月14日付けで実施した第三者割当増資により、株式会社ＴＳＵＴＡＹＡが筆頭株主

かつ親会社となり、当社は同社の連結子会社となりました。また、同時に株式会社ＴＳＵＴＡＹＡの株

式を１００％所有するカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は当社の親会社となりました。 

(2) 事業内容の重要な変更 

平成18年6月30日付けで、当社の楽器事業等及びＡＶリビング事業等をすみやグッディ株式会社に事

業譲渡いたしました。その結果、当社の事業内容は、音楽映像ソフト、書籍とこれらに関する商品の販

売、レンタルを中心とした店舗の運営となりました。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1) 新規 

  

 
（注）１．議決権の被所有割合欄の（ ）内は、間接保有割合で内数。 

 ２．有価証券報告書を提出しております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
被所有割合 
(％)

関係内容

(親会社)

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 大阪府大阪市北区 5,000

DVD・CD、書籍・雑
誌、GAMEのレンタル&
販売店「TSUTAYA」を
全国に展開するフラン
チャイズ本部を運営。

69.02
FC加盟店契約を締結してお
ります。役員の兼任は3名、
出向者の受入は1名です。

カルチュア・コンビニエン
ス・クラブ株式会社 
（注２）

大阪府大阪市北区 11,684

TSUTAYA（店 舗）、
TSUTAYAonline（イ ン
ターネット）、Tカー
ド（会員証）という３
つのプラットフォーム
を通じた、ライフスタ
イルを提案する企業集
団の純粋持株会社。

69.02
(69.02)

当社との間で金銭消費貸借
契約があります。



(2) 除外 

平成18年6月19日付けで、すみやグッディ株式会社の株式1,000株(100%)全株を、すみや不動産株式会

社に譲渡いたしました。その結果、すみやグッディ株式会社は当社の子会社ではなくなりました。ま

た、平成18年7月14日付けで、すみや不動産株式会社の所有する当社株式を、無償にて取得しこれを消

却したことにより、その他の関係会社であった同社は当社の関係会社ではなくなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １．従業員は就業人員であります。 

２．平成18年6月30日付けのすみやグッディ株式会社に対する楽器事業等の事業譲渡に伴い、従業員50名が転籍

いたしました。 

３．従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の期中平均雇用人員(月170時間を１人として換算)であります。なお、

アルバイトも含めております。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、「すみや労働組合」と呼称し、上部団体「UIゼンセン同盟専門店ユニオン連合

会」へ加盟しております。 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

従業員数(人)
206
(476)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における我が国の経済情勢は、堅調な企業業績による設備投資の増加などを背景に、

景気回復の兆しが見えてきているものの、原油価格の高騰や、不安定な世界情勢の動向等、不確定要因

もあり、先行きの不透明感が払拭できない状況が続きました。 

 小売業界におきましては、景気拡大が家計に与える影響はさほど大きくなく、一方では業種を超えた

企業間競争が一層激化するなど、依然として厳しい経営環境が続いております。 

 このような情勢のなか、当社は平成18年５月15日に株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとの資本・業務提携契約

を締結し、７月以降はその提携効果創出に向けてのプロジェクト活動の推進などに取り組んでまいりま

した。また、９月には新たな中期事業計画を策定し、今後は収益力の改善に向けてアイテム構成の見直

し、店舗改装など推進してまいります。 

 店舗の出退店につきましては、新店舗１店舗の出店、資本・業務提携において楽器・音楽教室等事業

及びＡＶリビング販売事業を譲渡したため５店舗が減少し、店舗数は期初の６０店舗から当中間会計期

間末は５６店舗となりました。 

 売上高につきましては、第１四半期の売上不振の影響が大きく、９４億４５百万円（前年同期比１

８．９％減）、売上総利益につきましては、売上高の減少に伴い２６億２９百万円（同１５．９％減）

となりました。販売費及び一般管理費につきましては、積極的な販促活動を行いつつも、経費削減の諸

施策を継続的に実施した結果、２９億３３百万円（同７．５％減）となりました。なお、楽器・音楽教

室部門、ＡＶ機器・リビング部門を事業譲渡したため、譲渡日である平成18年６月30日以降（７月１日

から９月30日）の売上高・売上総利益は、音楽映像ソフト・書籍部門のみであり、これに伴い前年同期

比ベースでは大幅に減少しております。 

 この結果、営業損失は前年同期に比べ２億６２百万円増加し３億３百万円、経常損失は前年同期に比

べ３億４５百万円増加し、３億４９百万円となりました。 

 中間純損失は、当中間会計期間において、今後の成長期に向けて店舗の改装・閉店を進めるための閉

店損失引当金を計上したことなどにより、７億６２百万円となりました。 

 

次に、主要部門の営業成績につきましてご報告いたします。 

「音楽映像ソフト・書籍部門」  売上高８２億８６百万円（前年同期比１３．１％減） 

ＣＤソフトは、ベース商品に関しては、品揃えの強化に注力し、第１四半期以降改善の兆し見られます

が、前中間会計期間に比して発売タイトル数が減少したことなどにより、売上高は前中間会計期間を下

回り、前年同期比１４．０％の減収（純既存店前年同期比１３．３％の減収）となりました。ＤＶＤソ

フトは、市況の推移自体が予想を大幅に下回り、当社においてもその影響が大きく、前年同期比２４．

７％の減収（同２４．３％の減収）となりました。ゲームソフトは任天堂のゲーム端末の売上好調を受

け、前年同期比１３．８％の増収（同１４．１％の増収）となりました。以上の結果、音楽映像ソフト

部門の売上は前年同期比１５．８％の減収（同１５．２％の減収）となりました。 

 なお、書籍部門は前年同期比１１．２％の減収、レンタル部門は、前年同期比２０．６％の減収とな

りました。 

「楽器・音楽教室部門」    売上高７億６百万円（前年同期比 ４９．１％の減収） 

 「ＡＶ機器・リビング部門」  売上高４億５２百万円（前年同期比 ３７．６％の減収） 

楽器・音楽教室部門、ＡＶ機器・リビング部門は、平成18年６月30日をもって、すみやグッディ株式会



社へ事業譲渡したため、売上高は大幅に減少しております。なお、前年同期比は前中間会計期間との

比較をした参考データであります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間の現金及び現金同等物は、前事業年度末より２億９２百万円増加し、６億７０百万円

となりました。各活動区分別キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税引前中間純損失の計上などにより、前年同期比５億２百万円の収入減となり、２億８６百万円の純

支出となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 賃貸不動産の売却や敷金・保証金の返還などによる収入があり、前年同期比５億１５百万円の収入増

の４億８５百万円の純収入となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 新株発行による収入などがありましたが、短期借入金の返済などがあり、前年同期比１億８４百万円

の支出増となり、９３百万円の純収入となりました。 

  

２ 【販売及び仕入の状況】 

(1) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．中間財務諸表作成の基本となる事項 ３．引当金の計上基準 (3)ポイント引当金に記載のとおり、ポイント

の使用について売上値引として処理してきましたが、当中間会計期間より販売費及び一般管理費に計上する

ことに変更しております。 

３．楽器・音楽教室、ＡＶ機器・リビング部門は、平成18年６月30日付けで事業譲渡したことに伴い、前年同期

比が大幅に減少しております。 

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．楽器・音楽教室、ＡＶ機器・リビング部門は、平成18年６月30日付けで事業譲渡したことに伴い、前年同期

比が大幅に減少しております。 

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％)

音楽映像ソフト・書籍部門 8,286,715 86.9

楽器・音楽教室部門 706,115 50.9

ＡＶ機器・リビング部門 452,911 62.4

合計 9,445,743 81.1

事業部門 金額(千円) 前年同期比(％)

音楽映像ソフト・書籍部門 5,881,196 84.7

楽器・音楽教室部門 509,766 54.5

ＡＶ機器・リビング部門 360,223 68.8

合計 6,751,187 80.3



  



３ 【対処すべき課題】 

当社は、株式会社ＴＳＵＴＡＹＡとの資本・業務提携を行い、新たな経営体制のもと平成18年９月８日

にお知らせいたしました「中期事業計画」を策定いたしました。今後はこの計画にのっとり、「東海エリ

アのエンターテインメントストア ＮＯ．１企業を目指す」という中期ビジョンのもと、収益力の向上に

努めてまいります。 

 具体的には、「アイテム構成の見直し」「ドミナントの再編成」「次世代すみや店舗の創造」の３つの

方針を柱としております。 

 「アイテム構成の見直し」については、現状５６店舗ある既存のＣＤ・ＤＶＤセル（販売）売場に、順

次レンタルや書籍などのアイテムを導入してまいります。これにより、ＣＤ・ＤＶＤセルは、当社独自の

ノウハウとＴＳＵＴＡＹＡのシステムを融合することで、地域Ｎｏ．１の売り上げ・シェアを維持するこ

と、書籍販売は、ＴＳＵＴＡＹＡとの流通統合により商品力を強化し、集客力アップのキーアイテムとす

ること、レンタルについてはＴＳＵＴＡＹＡレンタルの導入により収益改善のメインアイテムとすること

とそれぞれの位置づけを明確にし、現状のアイテム構成の見直しを進め、利益率の改善による収益力の向

上を目指してまいります。 

 「ドミナントの再編成」については、現在の愛知県から栃木県という出店エリアを見直し、特に地盤で

ある静岡県を中心とした東海エリアでドミナント化を進めてまいります。関東エリアの不採算店について

は、閉店・譲渡等により整理し、人員・資産等の経営資源を東海エリアに集中させてまいります。 

 「次世代すみや店舗の創造」については、当社の強みである品揃えノウハウなどに、ＴＳＵＴＡＹＡの

強みである生活提案型店作り・カード戦略などを組み合わせ、２年から３年後を目処に複合型の大型店の

出店を計画しております。これら店舗では、ＴＳＵＴＡＹＡの次世代店舗の標準値を目標としつつ、セル

販売ではそれを上回る高い目標を掲げ、すみやのオリジナリティをもった次世代店舗を標榜してまいりま

す。 

当面の課題としましては、上記の「中期経営計画」の遂行を最優先課題と捉え、具体的な諸施策に取り

組んでまいります。 

 当期・来期については再建期と捉え、「アイテム構成の見直し」「ドミナントの再編成」を進めるた

め、既存店舗の改装・閉店・譲渡を積極的に推進し、その後の成長期における「次世代すみや店舗の創

造」に向けて、経営地盤の確立に注力してまいります。また、ＴＳＵＴＡＹＡとの連携を強化し、提携の

効果を最大化するため、本年７月より「店舗改装」「システム」「ＭＤ」「物流」「カード」など両社横

断でのプロジェクトチームを複数立ち上げており、それぞれ課題の抽出・その対応策の検討・実施などに

取り組んでまいります。 

なお、今般、当社の過年度決算において、不適切な会計処理が行われていた事実が判明し、平成18年11

月17日付で東海財務局へ過去3年分の有価証券報告書等に係る訂正報告書を提出いたしました。 

 当社といたしましては、過年度決算における不適切な会計処理の経緯および再発防止に向けた今後の改

善措置として、内部統制・内部監査体制の強化・整備、及びコンプライアンスに対する社内の意識向上の

徹底、それらを含めた社内管理体制のさらなる強化等を推進することとしております。 

 当社は、これを機会に企業価値を高め、社会からの信頼を取り戻すべく、鋭意取り組んでまいります。

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

１．当社は、当中間会計期間において、音楽・映像ソフトのレンタル・販売、書籍の販売事業に関して、

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡと「フランチャイズ加盟店契約」を締結し、ロイヤリティとして売り上げの一

定率を支払っております。同契約の中では、競業禁止条項等が定められております。 

 
  

２．事業譲渡契約 

当社は、すみやグッディ株式会社に当社の楽器、音楽教室、ＡＶ機器・リビング事業を譲渡すること

とし、平成18年6月29日当社の定時株主総会において事業譲渡の承認を受け、平成18年6月30日実施いた

しました。 

（ア）譲渡事業 

楽器、音楽教室、ＡＶ機器・リビング事業 

（イ）従業員の転籍について 

平成18年6月29日現在で譲渡部門に在籍する従業員は、平成18年6月30日付をもってすみやグッデ

ィ株式会社に転籍 

（ウ）譲渡資産及び負債 

資産の部 

 
負債の部 

 
  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

相手先 契約締結年月日 契約期間

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 平成18年7月14日

満5年間。契約期間満了６ヶ月前ま
でに一方の当事者の解約申し出がな
い限り、更新する。以後同様、但し
期間は5年とする。

 現金預金 63,891千円

 売掛金 104,391千円

 たな卸資産 509,130千円

 その他流動資産 71,817千円

 有形固定資産 64,111千円

 無形固定資産 1,432千円
 投資その他の資産 158,932千円

 合計 973,708千円

 買掛金 155,508千円

 短期借入期 600,000千円

 その他流動負債 69,700千円

 退職給付引当金 158,590千円
 その他固定負債 4,065千円

 合計 987,865千円



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、以下の店舗等を事業譲渡いたしました。 

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中の重要な設備の新設、除却等の重要な変更はありま

せん。 

(2) 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額
（千円） 従業員数

（名）建物及び
構築物

土地  
(面積㎡)

その他 合計

楽器ショップＳＢＳ通り店 
（静岡県静岡市駿河区）

楽器部門 店舗 8,633
─

（ ─ ）
5,226 13,859 14

楽器ショップ清水春日店 
（静岡県静岡市清水区）

楽器部門 店舗 14,291
─

（ ─ ）
1,982 16,274 2

楽器ショップ沼津バイパス店 
（静岡県沼津市）

楽器部門 店舗 22,479
─

（ ─ ）
4,990 27,470 5

その他 楽器部門 店舗等 1,350
─

（ ─ ）
5,156 6,507 29

合 計 ─ ─ 46,755
─

（ ─ ）
17,356 64,111 50

事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容
投資額
（千円）

完了年月
完成後の
増加能力
（売場面積）

すみや真岡福田屋店
(栃木県真岡市)

音楽映像ソフト部門 新規出店 2,592
平成18年  
4月

200.56㎡



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  １．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式 

２．第一回第１種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1)剰余金の配当  
①優先配当 
 当会社は、ある事業年度中の特定の日を基準日として当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主及び
登録株式質権者に対して剰余金の配当を行うにあたり、第一回第１種優先株式を有する株主（以下「第一回第１種優
先株主」という。）又は第一回第１種優先株式の登録株式質権者（以下「第一回第１種優先登録株式質権者」とい
う。）に対して、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通
登録株式質権者」という。）に先立ち、剰余金の配当を行う。 
第一回第１種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第一回第１種優先配当金」という。）の額は、第一回第１種
優先株式１株当たりの払込金額（２，０００円）に対し、下記の年率（以下「第一回第１種優先配当年率」とい
う。）を乗じて算出された金額とする。 
第一回第１種優先配当金の額は、円位未満小数第４位を四捨五入する。計算の結果が１００円を超える場合は、第一
回第１種優先配当金の額は１００円とする。 
第一回第１種優先配当年率は、平成１８年７月１５日以降、次回年率修正日（下記に定義される。）の前日までの各
事業年度について、下記算式により計算される年率とする。 
 
第一回第１種優先配当年率 
＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋０．５％ 
 
第一回第１種優先配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 
「年率修正日」は平成１８年７月１５日及びそれ以降の各年４月１日とする。 
「日本円TIBOR（６ヶ月物）」は、平成１８年７月１５日又は各年率修正日（これらの日が銀行休業日の場合は前営
業日）（以下「優先配当決定基準日」という。）の午前１１時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バン
ク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値を指すものとし、優先配当決定基準日に日本円
６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない場合、これに代えて、同日（当日がロ
ンドンにおける銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀
行間市場出し手レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される
数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いるものとする。 
 
②非累積条項 
 ある事業年度において第一回第１種優先株主又は第一回第１種優先登録株式質権者に対し、上記①に定める第一回
第１種優先配当金の全部又は一部が支払われないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 
③非参加条項 
 第一回第１種優先株主又は第一回第１種優先登録株式質権者に対しては、第一回第１種優先配当金を超えて配当は
行わない。 
  
(2)議決権 
 第一回第１種優先株主は、株主総会において、議決権を有しない。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

第１種優先株式 1,000,000

計 34,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 16,841,074 同左
ジャスダック
証券取引所

(注1)

第１種優先株式 1,000,000 同左 非上場 (注2)

計 17,841,074 同左 ― ―



  
(3)残余財産の分配 
 第一回第１種優先株主及び第一回第１種優先登録株式質権者に対しては、残余財産の分配は行わな
い。 
  
(4)譲渡制限 
 第一回第１種優先株式を譲渡により取得することについては、当会社の承認を必要とする。 
  
(5)取得条項 
 当会社は、平成１８年７月１５日以降に開催される取締役会で定める日の到来をもって、第一回第１
種優先株主又は第一回第１種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、適用法の財務制限に従い、いつ
でも第一回第１種優先株式の全部又は一部を、金銭を対価として交付することにより、取得することが
できる。 
第一回第１種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき金銭の額は１株当たり２，０００円とする。 
一部取得の場合は、直前期末の第一回第１種優先株主名簿に記載又は記録された保有株式数による比例
配分とする。 
  
(6)取得請求権 
 第一回第１種優先株主は、下記①に定める期間（以下「取得請求期間」という。）中、当会社に対し
て、第一回第１種優先株式を取得することを請求できるものとし、当会社は、第一回第１種優先株主が
取得を請求した第一回第１種優先株式を取得するのと引換えに、下記②及び③に定める方法により算出
される数の当会社普通株式を第一回第１種優先株主に対して交付するものとする。ただし、第一回第１
種優先株主が取得請求することができる第一回第１種優先株式の数は、１事業年度当たり２５０，００
０株を上限とする。 
①取得請求期間 
 平成１９年７月１日より平成３０年６月３０日までとする。 
②取得の引換えに交付すべき普通株式数 
 第一回第１種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、優先株式１株に対して、普
通株式５株とする。 
③取得の引換えに交付すべき普通株式数の調整 
 取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、当会社が、平成１８年７月１５日以降、一株当たり
の時価を下回る払込金額又は処分価額をもって普通株式を発行し又は処分する場合、若しくは株式分に
より普通株式を発行する場合には、次の算式に従って調整される。 
  

 

  

また、合併、資本金の減少又は会社分割等により取得するのと引換えに交付すべき普通株式数の調整を
必要とする場合には、当会社の取締役会が適当と判断する普通株式数に調整する。 
④取得請求受付場所 
 住友信託銀行株式会社 
⑤取得の効力発生 
 取得請求書及び第一回第１種優先株式の株券が上記④に記載する取得請求受付場所に到達した時点で
当会社は、第一回第１種優先株式を取得し、当該取得請求をした株主は、当会社がその取得と引換えに
交付すべき普通株式の株主となる。但し、第一回第１種優先株式の株券が発行されないときは、株券の
提出を要しない。 
⑥一斉取得条項 
 当会社は、取得請求期間中に取得請求のなかった第一回第１種優先株式については、同期間の末日の
翌日以降に開催される取締役会で定める日の到来をもって取得するのと引換えに、第一回第１種優先株
式１株当たり当会社普通株式５株を交付することができる。 
 第一回第１種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数は、上記③に従って調整される
ものとする。 
(7)第一回第１種優先株式の併合、分割又は募集株式の割当を受ける権利等 
 当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、第一回第１種優先株式について株式の併合又は分割
若しくは株式無償割当又は新株予約権無償割当を行わない。 
当会社は、第一回第１種優先株主に対し、募集株式の割当を受ける権利又は募集新株予約権の割当を受
ける権利を与えない。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）１．平成18年６月29日開催の定時株主総会における損失処理案による資本準備金取崩高479,442千円による資本

準備金の減少があります。 

 ２．平成18年７月14日付の第三者割り当て増資による資本金増加と資本準備金増加がそれぞれ資本金が

1,247,500千円、資本準備金が1,247,500千円あります。 

 なお、平成18年7月14日付で、普通株式11,000,000株及び優先株式1,000,000株の新株発行と、大株主4名

より無償取得した普通株式2,896,643株の消却を実施しております。 

 ３．平成18年６月29日開催の定時株主総会における資本金減少決議と資本準備金減少決議による減少額が平成

18年8月1日効力発生により、それぞれ資本金が2,417,769千円、資本準備金が500,000千円あります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １．当中間期末において、自己株式838,459株(4.98％)を保有しております。 

２．株式会社ＴＳＵＴＡＹＡは、平成18年７月14日に当社が第三者割当増資のために発行した株式を100%引き受

けたことにより、主要株主になっております。また、同日すみや不動産株式会社が所有していた当社株式の

全株式を無償で当社が取得したため、すみや不動産株式会社は主要株主ではなくなりました。 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年６月29日(注１) ─ 8,737,717 ─ 1,917,769 △ 479,442 ─

平成18年７月14日(注２) 9,103,357 17,841,074 1,247,500 3,165,269 1,247,500 1,247,500

平成18年８月１日(注３) ─ 17,841,074 △ 2,417,769 747,500 △ 500,000 747,500

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ 大阪府大阪市北区梅田２丁目５番２５号 11,001 65.32

株式会社 静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地 391 2.32

すみや社員持株会 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目６番地の９ 219 1.30

川 邉  富 代 静岡県静岡市葵区 191 1.13

川 邉   卓 埼玉県所沢市 171 1.02

川 辺   誠 東京都大田区 170 1.01

静岡県信用農業協同組合連合会 静岡県静岡市駿河区曲金３丁目８－１ 122 0.73

川辺   純男 静岡県静岡市葵区 100 0.60

スルガ銀行株式会社 静岡県沼津市通横町23番地 83 0.49

松井証券株式会社 
（一般信用口）

東京都千代田区麹町１丁目４ 77 0.46

計 ― 12,526 74.38



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式は含まれておりません。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式459株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式 1,000,000 ―
「1 株式等の状況」の「(1) 株式の総数
等」の「②発行済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 838,000

―
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,940,000 15,940 同上

単元未満株式 普通株式 63,074 ― 同上

発行済株式総数 17,841,074 ― ―

総株主の議決権 ― 15,940 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社すみや

静岡県静岡市葵区呉服町 
１丁目６番地の９

838,000 － 838,000 4.98

計 ― 838,000 － 838,000 4.98



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動の該当事項

はありません。 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 270 439 320 279 247 286

最低(円) 203 240 225 179 203 201



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)の中間財務諸表について、静岡監査法人により中間監査を受けております。また、当中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、三優監査法人により中間監

査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間の中間財務諸表   静岡監査法人 

  当中間会計期間の中間財務諸表   三優監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 当社の子会社でありましたすみやグッディ株式会社は、平成18年6月19日付けで、当社が保有していた

同社の株式を全株すみや不動産株式会社に売却いたしました結果、子会社ではなくなりました。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 770,094 670,923 378,891

 ２ 売掛金 ※２ 382,611 216,886 366,018

 ３ たな卸資産 5,561,083 3,577,196 4,156,898

 ４ その他 496,891 363,230 535,063

   貸倒引当金 △ 702 △ 448 △ 796

   流動資産合計 7,209,978 55.1 4,827,789 53.9 5,436,075 51.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

 (1) 建物 ※１ 590,541 303,587 376,180

 (2) 土地 ※２ 737,488 391,684 436,158

 (3) その他 ※１ 353,999 230,889 289,504

   有形固定資産合計 1,682,028 12.8 926,161 10.3 1,101,844 10.5

 ２ 無形固定資産 113,511 0.9 50,575 0.6 77,453 0.7

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 ※２ 386,506 410,303 426,443

 (2) 敷金保証金 ※２ 2,829,503 2,333,075 2,587,588

 (3)  その他 ※１,2 877,683 411,099 832,442

    投資その他の資産合計 4,093,693 31.2 3,154,479 35.2 3,846,475 36.8

   固定資産合計 5,889,233 44.9 4,131,216 46.1 5,025,772 48.0

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 6,166 3,083 6,166

   繰延資産合計 6,166 0.0 3,083 0.0 6,166 0.1

   資産合計 13,105,378 100.0 8,962,089 100.0 10,468,015 100.0



  

 
  

前中間会計期間末 

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 10,322 14,612 7,099

 ２ 買掛金 1,282,014 1,128,977 1,242,036

 ３ 短期借入金 ※２ 7,480,000 4,560,600 6,813,600

 ４ 一年以内 

   償還予定社債
100,000 100,000 100,000

 ５ 一年以内返済予定 

   長期借入金
※２ 447,796 309,008 477,396

 ６ 未払法人税等 29,111 24,229 40,354

 ７ 賞与引当金 136,269 83,340 101,345

 ８ ポイント引当金 241,950 238,526 256,772

 ９ 閉店損失引当金 ─ 347,855 ─

 10 その他 ※３ 646,783 412,514 636,275

    流動負債合計 10,374,248 79.2 7,219,664 80.5 9,674,880 92.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 350,000 250,000 300,000

 ２ 長期借入金 ※２ 881,475 274,850 792,977

 ３ 繰越税金負債 35,759 42,472 48,308

 ４ 退職給付引当金 773,229 641,473 802,533

 ５ 役員退職給与 

   引当金
86,657 1,380 92,764

 ６ 閉店損失引当金 ─ 80,958 ─

 ７ その他 213,073 176,292 202,864

   固定負債合計 2,340,195 17.8 1,467,428 16.4 2,239,447 21.4

   負債合計 12,714,443 97.0 8,687,092 96.9 11,914,327 113.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,917,769 14.6 ─ ─ 1,917,769 18.3

Ⅱ 資本剰余金

 (1) 資本準備金 479,442 ─ 479,442

 (2) その他資本剰余金 500,105 ─ 500,105

   資本剰余金合計 979,547 7.4 ─ 979,547 9.4

Ⅲ 利益剰余金

   中間（当期） 

   未処理損失
2,488,481 ─ 4,353,421

   利益剰余金合計 △ 2,488,481 △ 18.9 ─ ─ △ 4,353,421 △ 41.6

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金
91,970 0.7 ─ ─ 120,211 1.2

Ⅴ 自己株式 △ 109,870 △ 0.8 ─ ─ △ 110,419 △ 1.1

   資本合計 390,935 3.0 ─ ─ △ 1,446,312 △ 13.8

   負債資本合計 13,105,378 100.0 ─ ─ 10,468,015 100.0



 
  

前中間会計期間末 

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 747,500 8.3 ― ―

 ２ 資本剰余金

 (1)資本準備金 ─ 747,500 ─

   資本剰余金合計 ─ ─ 747,500 8.3 ─ ─

 ３ 利益剰余金

  (1)その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ─ △ 1,302,714 ─

   利益剰余金合計 ─ ─ △ 1,302,714 △14.5 ─ ─

 ４ 自己株式 ― ― △ 27,392 △0.2 ― ―

   株主資本合計 ― ― 164,892 1.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 

   評価差額金
― ― 110,104 1.2 ― ―

   評価・換算差額等 

   合計
― ― 110,104 1.2 ― ―

   純資産合計 ― ― 274,996 3.1 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 8,962,089 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 11,646,748 100.0 9,445,743 100.0 23,888,946 100.0

Ⅱ 売上原価 8,518,380 73.1 6,816,306 72.2 17,611,900 73.7

   売上総利益 3,128,368 26.9 2,629,436 27.8 6,277,046 26.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,169,267 27.2 2,933,050 31.0 6,217,381 26.0

   営業利益 ─ ─ 59,664 0.3

   営業損失 40,899 △0.3 303,614 △3.2 ─

Ⅳ 営業外収益 ※１ 351,782 3.0 249,642 2.6 583,585 2.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 315,288 2.7 295,675 3.1 629,084 2.6

   経常利益 ─ ─ 14,166 0.1

   経常損失 4,405 △0.0 349,647 △ 3.7 ─

Ⅵ 特別利益 ※３ 29 0.0 129,246 1.4 1,642 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 2,685,376 23.1 527,594 5.6 4,558,155 19.1

   税引前中間純損失 2,689,752 △23.1 747,996 △7.9 ─

   税引前当期純損失 ─ ─ 4,542,346 △ 19.0
   法人税、住民税 

   及び事業税 12,652 0.1 14,611 0.2 24,998 0.1

   中間純損失 2,702,404 △23.2 762,607 △8.1 ─

   当期純損失 ─ ─ 4,567,345 △ 19.1

   前期繰越利益 213,923 ─ 213,923

   中間未処理損失 2,488,481 ─ ─

   当期未処理損失 ─ ─ 4,353,421



③ 【中間株主資本等変動計算書】 
  
当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   
  

 
（注）１．平成18年６月29日開催の定時株主総会における承認決議によるものであります。 

 ２．平成18年６月29日開催の定時株主総会における損失処理案承認決議によるものであります。 

株主資本

自己株式 株主資本合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他 

資本剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（千円） 1,917,769 479,442 500,105 △ 4,353,421 △ 110,419 △ 1,566,523

当中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1,247,500 1,247,500 2,495,000

 中間純損失 △ 762,607 △ 762,607

 資本金の取崩しによる欠損填補 △ 2,417,769 2,417,769 ─ 

 資本準備金の取崩しによる 

 欠損填補（注１）
△ 500,000 500,000 ─

 資本準備金の取崩しによる 

 欠損填補（注２）
△ 479,442 479,442 ─

 その他資本剰余金の取崩高 △ 500,105 500,105 ─

 自己株式の取得 △ 975 △ 975

 自己株式の消却 △ 84,002 84,002 ─

当中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
△ 1,170,269 268,057 △ 500,105 3,050,707 83,026 1,731,416

平成18年９月30日残高（千円） 747,500 747,500 ─ △ 1,302,714 △ 27,392 164,892

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

平成18年3月31日残高（千円） 120,211 △ 1,446,312

当中間会計期間中の変動額

 新株の発行 2,495,000

 中間純損失 △ 762,607

 自己株式の取得 △ 975

 株主資本以外の項目の 

 当中間会計期間中の変動額(純額)
△ 10,107 △ 10,107

当中間会計期間中の変動額合計 

（千円）
△ 10,107 1,721,309

平成18年9月30日残高（千円） 110,104 274,996



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 税引前中間(当期)純損失(△) △2,689,752 △ 747,996 △ 4,542,346

２ 減価償却費 121,806 93,412 257,152

３ 減損損失 2,471,006 34,660 3,045,110

４ 閉店損失引当金の増加額 ─ 428,813 ─

５ 賞与引当金の増加額 
  (△減少額)

103,769 △ 18,005 68,845

６ 貸倒引当金の増加額 
  (△減少額)

△29 △ 348 65

７ 役員退職給与引当金の増加額 
  (△減少額)

5,396 △ 91,383 55,892

８ 退職給付引当金の増加額 
  (△減少額)

26,588 △ 2,469 11,502

９ ポイント引当金の増加額 
  (△減少額)

△2,332 △ 18,245 12,489

10 受取利息及び配当金 △2,253 △ 2,433 △ 5,860

11 支払利息 149,238 111,911 297,944

12 投資有価証券売却益 ― ─ △ 305

13 商品評価損 ― ─ 1,092,215

14 投資有価証券評価損 ― 196 234

15 固定資産売却益 ― △ 21,977 △ 1,336

16 固定資産除却損 7,132 21,839 57,747

17 売上債権の減少額 
  (△増加額)

23,556 75,052 36,479

18 たな卸資産の減少額 
  (△増加額)

120,090 72,242 432,060

19 仕入債務の増加額 
  (△減少額)

△124,815 49,962 △ 168,016

20 その他 182,599 △ 151,279 204,330

 小計 392,001 △ 166,047 854,204

21 利息及び配当金の受取額 2,253 2,433 5,860

22 利息の支払額 △153,104 △ 97,689 △ 299,430

23 法人税等の支払額 △25,421 △ 25,649 △ 39,319

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

215,729 △ 286,952 521,314

 



 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー

１ 有形固定資産の取得による 
  支出

△102,986 △ 20,357 △ 205,981

２ 有形固定資産の売却による 
  収入

― 48,050 30,000

３ 賃貸不動産の売却による 
  収入

― 335,000 ―

４ 無形固定資産の取得による 
  支出

△3,343 △ 1,975 △ 10,189

５ 投資有価証券の取得による 
  支出

△298 ─ △ 354

６ 投資有価証券の売却による 
  収入

― ─ 979

７ 子会社株式の売却による 
  収入

─ 8,795 ─

８ 敷金保証金の差入による 
  支出

△47,162 △ 12,255 △ 62,584

９ 敷金保証金の回収による 
  収入

111,943 146,916 294,690

１０ 事業譲渡による支出 ─ △ 63,891 ─

１１ その他 11,391 45,112 2,042

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

△30,456 485,394 48,602

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー

１ 短期借入金の増加額 
  (△減少額)

△71,400 △ 1,653,000 △ 737,800

２ 長期借入れによる収入 650,000 ─ 850,000

３ 長期借入金の返済による 
  支出

△250,098 △ 686,515 △ 508,996

４ 社債の償還による支出 △50,000 △ 50,000 △ 100,000

５ 新株発行による収入 ― 2,484,080 ―

６ 自己株式取得による支出 △349 △ 975 △ 897

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

278,152 93,589 △ 497,693

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額(△減少額)

463,425 292,032 72,223

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

306,668 378,891 306,668

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

770,094 670,923 378,891



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

 当社は、過去に大幅な損失を計上

したことを主要因として、平成１６

年３月期までの３事業年度で現金及

び現金同等物が大幅に減少しており

ます。また、当中間会計期間は短期

債務から長期債務への切り換えが進

みつつあるものの、いまだ資金残高

に比して短期借入金残高が多額とな

る状況にあります。さらに、当中間

会計期間からの「固定資産の減損会

計」の導入に伴い、一部の土地の含

み損を中心に多額の減損損失が発生

し、純資産が大幅に毀損しておりま

す。当該状況により継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当社はこの様な状況を解消すべ

く、平成１６年３月期より「経営改

革プラン」を導入し、前期まで２期

連続の黒字化を達成することができ

ましたが、当社を取り巻く環境変化

に対応し、さらなる経営構造改革を

推進するため、従来の中期経営計画

を見直し、期初に新たな中期経営計

画を策定いたしました。これを「す

みやリバイバルプラン（ＳＲＰ）」

と命名し、下記に記載の諸施策を実

施しております。

①成長性のある次世代型ビジネスモ

デルの策定
・当社の経営資源と他社のノウハ
ウの組み合わせによる新たな柱
となる事業、付加していく事
業、パッケージソフト市場の縮
小にも対応可能な次世代店舗の
開発

・店舗戦略・販売戦略の地域別・
業態別見直し、各地域の 状況に
応じた事業プランの策定

②既存事業の活性化及び店舗戦略の

再構築
・権限委譲による現場活性化と営
業本部現場支援機能強化による
競合対策の強化、店頭の情報発
信力・販売力・商品提案力の強
化

・会員制組織「すみやＣＬＵＢ」
を軸とするＣＲＭ（カスタマ
ー・リレーションシップ・マネ
ジメント）活動の強化（顧客情
報の販売促進活動への活用

 当社は、本年７月の第三者割当増

資の払込の完了により、債務超過の

状態は解消し、加えて有利子負債の

削減等を進めておりますが、依然と

して資金残高に比して短期借入金が

多額な状態であります。また、過去

の大幅な損失の計上により、当中間

会計期間においても株主資本が大幅

に毀損しており、当中間会計期間に

おいては、今後の成長路線への転換

に向けて、店舗改装・撤退に向けて

閉店損失引当金の計上等を行い、こ

れにより７億６２百万円の中間純損

失を計上しております。当該状況に

より継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

 当社は株式会社ＴＳＵＴＡＹＡと

の提携効果の最大化を図り、このよ

うな状況を改善するため、本年９月

に「中期事業計画」を策定いたしま

した。今後は、「東海エリアのエン

ターテインメントストアＮｏ．１企

業を目指す！」というビジョンに基

づき、具体的には「アイテム構成の

見直し」「ドミナントの再編成」

「次世代すみや店舗の創造」の３つ

の方針を柱とし、成長路線への転換

を図ってまいります。 

 「アイテム構成の見直し」につい

ては、現状５６店舗ある既存のＣ

Ｄ・ＤＶＤセル（販売）売場に、順

次レンタルや書籍などのアイテムを

導入してまいります。これにより、

ＣＤ・ＤＶＤセルは、当社独自のノ

ウハウとＴＳＵＴＡＹＡのシステム

を融合することで、地域Ｎｏ．１の

売り上げ・シェアを維持すること、

書籍販売は、ＴＳＵＴＡＹＡとの流

通統合により商品力を強化し、集客

力アップのキーアイテムとするこ

と、レンタルについてはＴＳＵＴＡ

ＹＡレンタルの導入により収益改善

のメインアイテムとすることとそれ

ぞれの位置づけを明確にし、現状の

アイテム構成の見直しを進め、利益

率の改善による収益力の向上を目指

してまいります。

 当社は、過去に大幅な損失を計上

したことを主要因として、流動負債

に比して、現金及び現金同等物が過

少な状態にあります。また、当事業

年度は短期債務から長期債務への切

り換えが進みつつあるものの、いま

だ資金残高に比して短期借入金残高

が多額となる状況にあります。さら

に、当事業年度には「固定資産の減

損会計」の導入などにより多額の特

別損失が発生し、当社が抱える含み

損は減少いたしましたが、結果とし

て純資産が大幅に毀損されており、

当事業年度末において債務超過の状

態にあります。当該状況により継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。 

 当社はこのような状況を改善すべ

く、平成17年３月期において新たな

中期経営計画「すみやリバイバルプ

ラン」を策定し、所定の成果を挙げ

てまいりましたが、改革のさらなる

スピードアップと、ビジネスモデル

の転換も含む抜本的な改善を速やか

に進めることが必要との判断に至

り、平成18年５月15日開催の当社取

締役会において、株式会社ＴＳＵＴ

ＡＹＡとの資本・業務提携を主体と

した財務体質の改善・事業再編を実

施することを決議し、平成18年６月

29日実施の株主総会での議案の承認

を受け、逐次実行に移していくこと

といたしました。 

 コア事業である音楽・映像ソフト

販売につきましては、当社の独自性

を活かしつつ、株式会社ＴＳＵＴＡ

ＹＡのもつ幅広いノウハウの提供を

受けると共に、この提携により日本

最大の音楽・映像ソフト販売網を構

築することとなり、より魅力的な売

り場づくり・顧客価値向上が可能に

なると考えております。また、コア

事業への集中を図るため、楽器販売

事業、音楽教室事業、ＡＶ機器販売

事業及びリビング家具販売事業の事

業譲渡をあわせて実施し、事業・組

織の再編を進めます。



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

・音楽教室、イベント・プロモー
ト事業、楽器レンタル等利益率
の高いビジネスの育成・強化

③収益改善策の速やかな実行と財務

体質の健全化
・不振店と撤退と業態変更、主要
拠点にある複数の赤字店舗整
理・統合、本部・本社費他経費
削減等による収益改善

・在庫の削減、借入金の圧縮によ
るバランスシートの改善

・固定資産の減損会計導入及び実
施後の対応策確立

④人的資産の育成と活用
・中堅幹部、店長、マーチャンダ
イザー、販売スペシャリスト等
の計画的育成・教育研修機能の
整備と研修実施

・モチベーション向上につながる
人事制度の検討・導入

⑤経営管理力・組織運営力の強化
・パッケージソフト市場の縮小等
のリスクを織り込んだ新たな経
営戦略の明確化、リスク対策の
策定

・取締役の役割分担及び責任と権
限の明確化と次期経営戦略策
定・推進体制構築

・業務執行部門の組織運営体制の
整備・強化と販売現場への権限
委譲

・次世代経営を担う経営幹部養成
と次期経営体制の検討 

「すみやリバイバルプラン（ＳＲ

Ｐ）」の諸施策を確実に実施し、継

続的な安定した収益構造を確立する

ことにより、毀損した純資産を早期

に回復することに邁進いたします。

また、前期までの２期連続経常利益

黒字化を契機に、長期安定資金の調

達の交渉が可能となり、財務・資金

面での改善の兆しが現れ始めており

ます。以上の結果、継続企業の前提

に関する重要な疑義は存在するもの

の、疑義の解消は十分可能であると

判断しております。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。

 「ドミナントの再編成」について

は、現在の愛知県から栃木県という

出店エリアを見直し、特に地盤であ

る静岡県を中心とした東海エリアで

ドミナント化を進めてまいります。

関東エリアの不採算店については、

閉店・譲渡等により整理し、人員・

資産等の経営資源を東海エリアに集

中させてまいります。 

 「次世代すみや店舗の創造」につ

いては、当社の強みである品揃えノ

ウハウなどに、ＴＳＵＴＡＹＡの強

みである生活提案型店作り・カード

戦略などを組み合わせ、２年から３

年後を目処に複合型の大型店の出店

を計画しております。これら店舗で

は、ＴＳＵＴＡＹＡの次世代店舗の

標準値を目標としつつ、セル販売で

はそれを上回る高い目標を掲げ、す

みやのオリジナリティをもった次世

代店舗を標榜してまいります。 

 財務体質に関しましては、第三者

割当増資の実施により着実に改善さ

れつつあり、上記の計画を確実に実

行し収益構造の変革をはかること

で、体質強化を推進してまいりま

す。 

 以上により、継続企業の前提に関

する重要な疑義は存在するものの、

上記計画の実行は着実に進んでお

り、従って、中間財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を中間財

務諸表には反映しておりません。 

 

 財務体質の強化につきましては、

第三者割当による新株式（普通株

式、優先株式）の発行を実施すると

共に、資本金及び資本準備金並びに

その他資本剰余金の額の減少を行

い、平成18年９月中間期までに債務

超過を解消し、毀損した資本勘定の

健全化を早期に進めてまいります。

また、株式会社静岡銀行と総額30億

円のコミットメントライン契約を締

結する予定であり、今後の業容拡大

に向けて、機動的且つ安定的な資金

調達が可能となると考えておりま

す。 

 上記の通り、当該計画の実行によ

り、継続企業の前提に関する重要な

疑義は解消されるものと判断してお

ります。 

 従って、財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には

反映しておりません。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

 商品(各種楽器、ＡＶ(音

響・映像)機器、家電品、

家具、情報・通信機器)

 ……先入先出法による

低価法

 商品(音楽映像ソフト、

書籍、小物及び付属品)

 ……売価還元法による

低価法
 

─────

(1) たな卸資産

 商品(ＡＶ(音響)機器、

情報・通信機器)

  

……同左

 商品(音楽映像ソフト、

書籍、小物及び付属品)

 ……同左

 貯蔵品

 ……最終仕入原価法

(1) たな卸資産

 商品(各種楽器、ＡＶ(音

響・映像)機器、家電品、

家具、情報・通信機器)

 ……同左

 商品(音楽映像ソフト、

書籍、小物及び付属品)

 ……同左
 
 

─────

(2) 有価証券

 子会社株式及び関連会社

株式

 ……移動平均法による

原価法

 その他有価証券

 時価のあるもの

 ……中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法

   (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定)

 時価のないもの

 ……移動平均法による

原価法

(2) 有価証券

─────
 

 

 その他有価証券

 時価のあるもの

……中間決算日の市場価

格等に基づく時価

法

     (評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定)

 時価のないもの

 ……同左

(2) 有価証券

 子会社株式及び関連会社

株式

 ……移動平均法による

原価法

 その他有価証券

 時価のあるもの

 ……決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法

   (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定)

 時価のないもの

 ……同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産及び賃貸

不動産

 定率法。ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備

を除く)については、定

額法。

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

 建物及び構築物

３～34年

 器具及び備品

３～13年

 また、取得価額が10万

円以上20万円未満の減価

償却資産については、３

年間で均等償却。

(1) 有形固定資産及び賃貸

不動産

同左

(1) 有形固定資産及び賃貸

不動産

同左

(2) 無形固定資産

 定額法。 

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

 均等償却。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間期の負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上

しております。

(3) ポイント引当金

 ポイントカード販売促

進制度のポイント使用に

よる売上値引に備えるた

め、使用実績率に基づき

将来使用されると見込ま

れる金額を計上しており

ます。

(3) ポイント引当金

 販売促進を目的とし

て、会員へ付与したポイ

ントの将来の使用に備え

るため、発生見積額を計

上しております。 

 
（会計処理方法の変更）
 前事業年度まで、営業

店舗においてポイントカ

ード会員へ付与されたポ

イントの使用について

は、売上値引きとしてお

りましたが、当中間会計

期間より当該額をポイン

ト引当金繰入額として販

売費及び一般管理費に計

上することに変更してお

ります。 

この変更は、当中間会計

期間において、株式会社 

TSUTAYAの子会社 になっ

たことに伴い、親会社 

との会計処理の統一をは

かるためのものでありま

す。この結果、従来の方

法によった場合に比べ、

「売上高」が226,415千

円増加し、「販売費及び

一般管理費」が226,415

千円増加し、売上総利益

が同額増加しております

が、営業損失、経常損

失、税引前中間純損失に

与える影響はありませ

ん。

(3) ポイント引当金

 ポイントカード販売促

進制度のポイント使用に

よる売上値引に備えるた

め、使用実績率に基づき

将来使用されると見込ま

れる金額を計上しており

ます。



 
  

項目
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

 
─────

(4) 閉店損失引当金 

 閉店を決定した店舗の

閉店に伴い発生する損失

に備えるため、中途解約

違約金及び原状復帰工事

費用等の閉店関連損失見

込額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

 当中間会計期間におい

て、閉店することを決定

した店舗の閉店に伴い損

失の発生が見込まれるこ

ととなったため、今後発

生すると見込まれる損失

額を閉店損失引当金とし

て計上しております。 

 これにより、当中間会

計期間の特別損失の閉店

損失引当金繰入額が、

428,813千円計上され、

この結果、税引前中間純

損失が同額増加しており

ます。

 
─────

(5) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

 会計基準変更時差異に

ついては、15年による均

等額を費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。

(5) 退職給付引当金 

   同左

(5) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 会計基準変更時差異に

ついては、15年による均

等額を費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 

 

(6) 役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく中

間期末要支給額を計上し

ております。

(6) 役員退職給与引当金 

   同左

(6) 役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上してお

ります。



項目
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

４ リース取引の処理

方法
 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲

 中間キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、か

つ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短

期投資からなります。

同左  キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資か

らなります。

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の会計処理 

同左

消費税等の会計処理 

同左



会計方針の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8

月9日)) 及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号平成15年10月31

日)を適用しております。 

 これにより、特別損失に減損損失

を2,471,006千円計上し、一方で減

価償却費等の負担が軽減したため、

営業損益が50,202千円、経常損益が

55,005千円増益、税引前中間純損益

が2,416,000千円減益となっており

ます。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。
 
 

───── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正)

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準

第１号)及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計

基準適用指針第２号)を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。これに

より、特別損失を3,045,110千円計

上し、一方で減価償却費等の負担が

軽減したため、営業利益が41,427千

円、経常利益が43,564千円増加、税

引前当期純損失が3,001,545千円増

加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き、各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

(退職給付に係る会計基準) 

 当事業年度から「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正」(企業会

計基準第３号 平成17年３月16日)

及び「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正に関する適用指針」(企

業会計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日)を適用しております。

これによる影響はありません。

 
 
 
 
 
 

────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
 

────── 
 
 
 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は274,996千円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 

 
──────

 
 

────── 
 
 
 

（企業結合に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第7号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 
────── 

 
 
 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 3,626,346千円

賃貸不動産 372,474千円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 2,878,741千円

賃貸不動産 307,569千円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産

の減価償却累計額

有形固定資産 3,649,791千円

賃貸不動産 388,609千円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   〔担保に供している資産〕

売掛金 20,077千円

土地 719,728千円

賃貸不動産 308,369千円

投資有価証券 180,070千円

敷金保証金 2,346千円

計 1,230,591千円

   〔上記に対応する債務額〕

長期借入金 880,071千円

 (一年以内返済予定の長期
借入金を含む)

短期借入金 1,646,077千円

計 2,526,148千円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   〔担保に供している資産〕

売掛金 16,682千円

土地 349,738千円

投資有価証券 191,770千円

計 558,190千円
 
 
 
 
 

   〔上記に対応する債務額〕

長期借入金 24,850千円

 (一年以内返済予定の長期
借入金を含む)

短期借入金 860,000千円

計 884,850千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   〔担保に供している資産〕

売掛金 20,134千円

土地 427,452千円

賃貸不動産 307,147千円

投資有価証券 183,640千円

計 938,374千円

 
 

   〔上記に対応する債務額〕

長期借入金 681,073千円

(一年以内返済予定の長期
借入金を含む)

短期借入金 1,561,000千円

計 2,242,073千円

※３ 消費税等の表示方法

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３ 消費税等の表示方法

同左
―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要な内訳

受取利息 250千円

賃貸料収入 175,553千円

インセンティ
ブ清算益

120,000千円  

※１ 営業外収益の主要な内訳

受取利息 281千円

賃貸料収入 179,492千円

受取手数料 39,242千円

※１ 営業外収益の主要な内訳

受取利息 2,200千円

賃貸料収入 353,859千円

インセンティ
ブ清算益

120,000千円

受取手数料 92,944千円

※２ 営業外費用の主要な内訳

支払利息 142,687千円

社債利息 6,384千円

賃貸原価 159,178千円

※２ 営業外費用の主要な内訳

支払利息 107,684千円

社債利息 4,226千円

賃貸原価 168,442千円

※２ 営業外費用の主要な内訳

支払利息 286,387千円

社債利息 11,557千円

賃貸原価 322,870千円

※３ 特別利益の主要な内訳

＿＿＿＿＿＿＿ 
 

※３ 特別利益の主要な内訳

役員退職給与
引当金戻入額

92,764千円

固定資産
売却益

21,977千円

※３ 特別利益の主要な内訳

＿＿＿＿＿＿＿ 
 

※４ 特別損失の主要な内訳

固定資産 
除却損

31,825千円

減損損失 2,471,006千円

厚生年金基金
脱退損

103,735千円

※４ 特別損失の主要な内訳

固定資産
除却損

21,839千円

減損損失 34,660千円

閉店損失引当
金繰入額

428,813千円  

※４ 特別損失の主要な内訳

固定資産
除却損

84,621千円

商品評価損 1,092,215千円

減損損失 3,045,110千円

 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 79,122千円

無形固定資産 26,668千円

賃貸不動産 15,864千円

計 121,656千円
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 55,387千円

無形固定資産 26,812千円

賃貸不動産 11,212千円

計 93,412千円
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 172,093千円

無形固定資産 53,350千円

賃貸不動産 31,558千円

計 257,002千円

 

 ６ 減損損失 

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用 途 営業店舗・賃貸不動産

種 類
土地、建物、構築物、器
具備品、リース資産、ソ
フトウェア

場 所

東海・関東地区の 
 営業店舗２６店舗 
 賃貸不動産１店舗 
 駐車場用地１ヶ所

金 額 2,471,006千円

 当社は、キャッシュ・フローの

最小組成単位としての店舗を1単

位の資産グループとして捉えてお

ります。連続して営業損失を計上

した店舗及び土地の評価額が簿価

に対し大幅に下落した土地に係る

店舗の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(2,471,006千円)として特別損失

に計上いたしました。

 

 ６ 減損損失

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用 途 営業店舗・賃貸不動産

種 類
建物、構築物、器具備
品、リース資産、ソフト
ウェア、電話加入権

場 所

東海・関東地区の
 営業店舗１０店舗 
 賃貸不動産２店舗 
 

金 額 34,660千円

 当社は、キャッシュ・フローの

最小組成単位としての店舗を1単

位の資産グループとして捉えてお

ります。連続して営業損失を計上

した店舗の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損

損失(34,660千円)として特別損失

に計上いたしました。

 

６ 減損損失

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用 途 営業店舗・賃貸不動産

種 類
土地、建物、構築物、器
具備品、リース資産、ソ
フトウェア、電話加入権

場 所

東海・関東地区の 
 営業店舗４０店舗 
 賃貸不動産１店舗 
 駐車場用地１ヶ所

金 額 3,045,110千円

 当社は、キャッシュ・フローの

最小組成単位としての店舗を1単

位の資産グループとして捉えてお

ります。連続して営業損失を計上

した店舗及び土地の評価額が簿価

に対し大幅に下落した土地に係る

店舗の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(3,045,110千円)として特別損失

に計上いたしました。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 減損損失の内訳は,土地

1,837,577千円、建物357,322千

円、構築物40,680千円、器具備品

79,486千円、リース資産155,392

千円、ソフトウェア548千円であ

ります。 

 なお、当店舗の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額等に基づき

算定した正味売却価額または使用

価値のいずれか多額の方により測

定しており、将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算定して

おります。

 減損損失の内訳は,建物19,658

千円、構築物518千円、器具備品

2,557千円、リース資産11,318千

円、ソフトウェア168千円、電話

加入権438千円であります。 

 なお、当店舗の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額等に基づき

算定した正味売却価額または使用

価値のいずれか多額の方により測

定しており、将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算定して

おります。

 減損損失の内訳は,土地

1,008,712千円、建物488,137千

円、構築物60,929千円、器具備品

133,416千円、リース資産183,315

千円、ソフトウェア548千円、電

話加入権16,191千円、賃貸不動産

1,153,859千円であります。 

 なお、当店舗の回収可能価額

は、不動産鑑定評価額等に基づき

算定した正味売却価額または使用

価値のいずれか多額の方により測

定しており、将来キャッシュ・フ

ローを５％で割り引いて算定して

おります。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増減数の主な内訳は、次の通りであります。 

 第三者割当増資による増加 普通株式 11,000,000株  優先株式 1,000,000株 

 株式の消却による減少   普通株式  2,896,643株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増減数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 4,187株 

 株式の無償取得による増加  2,896,643株 

 株式の消却による減少    2,896,643株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 8,737,717 11,000,000 2,896,643 16,841,074

第一種優先株式(株) ─ 1,000,000 ─ 1,000,000

合計(株) 8,737,717 12,000,000 2,896,643 17,841,074

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 834,272 2,900,830 2,896,643 838,459



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 770,094千円

現金及び現金 
同等物

770,094千円

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 670,923千円

現金及び現金
同等物

670,923千円

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金及び預金勘定 378,891千円

現金及び現金
同等物

378,891千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累計額
相当額及び中間期末残高相当額 
 

器具及び備品

取得価額 
相当額

1,145,443千円

減価償却 
累計額相当額

765,023千円

減損損失 
累計額相当額

153,461千円

中間期末残高 
相当額

226,959千円

車輌運搬具

取得価額 
相当額

7,322千円

減価償却 
累計額相当額

900千円

減損損失 
累計額相当額

1,930千円

中間期末残高 
相当額

4,492千円

合 計

取得価額 
相当額

1,152,766千円

減価償却 
累計額相当額

765,923千円

減損損失 
累計額相当額

155,392千円

中間期末残高 
相当額

231,451千円

 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累計額
相当額及び中間期末残高相当額 
 

器具及び備品

取得価額
相当額

942,662千円

減価償却
累計額相当額

641,289千円

減損損失
累計額相当額

188,143千円

中間期末残高
相当額

113,230千円

車輌運搬具

取得価額
相当額

12,596千円

減価償却
累計額相当額

6,273千円

減損損失
累計額相当額

3,121千円

中間期末残高
相当額

3,202千円

合 計

取得価額
相当額

955,258千円

減価償却
累計額相当額

647,563千円

減損損失
累計額相当額

191,264千円

中間期末残高
相当額

116,431千円

 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累計額
相当額及び期末残高相当額 
 

器具及び備品

取得価額
相当額

1,098,725千円

減価償却
累計額相当額

783,075千円

減損損失
累計額相当額

181,384千円

期末残高
相当額

134,264千円

車輌運搬具

取得価額
相当額

7,322千円

減価償却
累計額相当額

1,679千円

減損損失
累計額相当額

1,930千円

期末残高
相当額

3,712千円

合 計

取得価額
相当額

1,106,048千円

減価償却
累計額相当額

784,755千円

減損損失
累計額相当額

183,315千円

期末残高
相当額

137,977千円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当
額及びリース資産減損勘定中間期末残
高 
 
未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 192,733千円

１年超 178,333千円

合計 371,067千円

リース資産 
減損勘定 
中間期末残高

107,608千円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当
額及びリース資産減損勘定中間期末残
高 
 
未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 93,587千円

１年超 120,016千円

合計 213,603千円

リース資産
減損勘定 
中間期末残高

69,413千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額及
びリース資産減損勘定期末残高 
 
 
未経過リース料期末残高相当額

１年以内 147,500千円

１年超 150,002千円

合計 297,503千円

リース資産 
減損勘定 
期末残高

97,217千円



 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間  
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度  
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額及び支
払利息相当額及び減損損失 
 

支払リース料 122,895千円

リース資産減
損勘定の取崩
額

31,245千円

減価償却費 
相当額

77,435千円

支払利息 
相当額

7,310千円

減損損失 155,392千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額及び支
払利息相当額及び減損損失 
 

支払リース料 99,946千円

リース資産減
損勘定の取崩
額

39,121千円

減価償却費
相当額

49,151千円

支払利息
相当額

5,749千円

減損損失 11,318千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額及び支
払利息相当額及び減損損失 
 

支払リース料 224,134千円

リース資産減
損勘定の取崩
額

64,269千円

減価償却費 
相当額

139,618千円

支払利息
相当額

12,454千円

減損損失 183,315千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
       同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
       同左

(5) 利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法
によっております。

(5) 利息相当額の算定方法
       同左

(5) 利息相当額の算定方法 
       同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 上記の「取得原価」は減損処理後の価額であります。 

なお、減損処理にあたっては中間期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

当中間会計期間(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 上記の「取得原価」は減損処理後の価額であります。 

なお、減損処理にあたっては中間期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

株式 256,367 384,097 127,730

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式 16,000

(2) その他有価証券

 非上場株式 2,408

計 18,408

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

株式 255,748 408,325 152,577

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 1,978

計 1,978



前事業年度(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 上記の「取得原価」は減損処理後の価額であります。 

なお、減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について

減損を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

  

区分 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

株式 255,748 424,268 168,520

内容 貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式 8,795

(2) その他有価証券

 非上場株式 2,174

計 10,969



(デリバティブ取引関係) 

  

 
（注）各会計期間ともに、デリバティブ取引は全く行っておりません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません 

  

(持分法損益等) 

  

 
  

前中間会計期間末
（平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末
（平成18年９月30日現在)

前事業年度末
（平成18年３月31日現在)

該当事項はありません。 同左 同左

前中間会計期間末
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日現在)

前事業年度末
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日現在)

 持分法を適用した場合の投資損益

については、関連会社がないため記

載しておりません。

同左 同左



（企業結合等関係） 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び 

  法的形式を含む事業分離の概要 

  

(1)分離先企業の名称及び分離した事業の内容 

名   称：すみやグッディ株式会社    

 事業の内容：楽器販売事業、音楽教室事業、ＡＶ機器販売及びリビング家具販売事業 

(2)事業分離を行った主な理由 

コア事業である音楽映像ソフト販売に集中するため、楽器・音楽教室等事業及びＡＶリビング事業

を、すみやグッディ株式会社に事業譲渡いたしました。 

(3)事業分離日 

平成18年６月30日 

(4)法的形式を含む事業分離の概要 

事業譲渡 

２．実施した会計処理 

(1)移転損益の額    14,156千円（利益） 

(2)移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

資産の部 

   

負債の部 

 
  

３．当該中間会計期間の中間損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

売上高       833,605千円 

 営業損失       44,276千円 

 経常損失       48,359千円 

  

４．移転損益を認識した事業分離において、分離先企業の株式を子会社株式又は関連会社として 

  保有する以外に、継続的関与がある場合には、当該継続的関与の概要 

 重要な継続的関与はございません。 

  

 現金預金 63,891千円

 売掛金 104,391千円

 たな卸資産 509,130千円

 その他流動資産 71,817千円

 有形固定資産 64,111千円

 無形固定資産 1,432千円
 投資その他の資産 158,932千円

 合計 973,708千円

 買掛金 155,508千円

 短期借入金 600,000千円

 その他流動負債 69,700千円

 退職給付引当金 158,590千円
 その他固定負債 4,065千円

 合計 987,865千円



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １．前中間会計期間及び前事業年度における潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式

がないため、記載しておりません。また、当中間会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。 

２．算定上の基礎 

(1)１株当たり純資産額 

  

 
  

(2)１株当たり中間純損失又は当期純損失金額 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 49円45銭 17円18銭 △183円00銭

１株当たり中間(当期)純損失 341円78銭 67円04銭 577円73銭

項目
前中間会計期間末

(平成17年９月30日現在)
当中間会計期間末

(平成18年９月30日現在)
前事業年度末

(平成18年３月31日現在)

中間貸借対照表の純資産
の部の合計額（千円）

─ 274,996 ─

普通株主に係る純資産額
（千円）

─ 274,996 ─

普通株式の発行済株式数
（千株）

─ 16,841 ─

普通株式の自己株式数
（千株）

─ 838 ─

１株当たり純資産の算定
に用いられた普通株式の
数（千株）

─ 16,002 ─

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純損失(千円) 2,702,404 762,607 4,567,345

普通株主に帰属しない 
金額(千円)

― ─ ─

普通株式に係る 
中間(当期)純損失(千円)

2,702,404 762,607 4,567,345

普通株式の期中平均 
株式数(千株)

7,906 11,375 7,905

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）純利
益金額の算定に含めなか
った潜在株式の概要

─

第一回第１種優先株式
 
 株式数1,000,000株
※第１種優先株式を取
得するのと引換えに交
付すべき普通株式数
は、優先株式１株に対
して普通株式５株とす
る。

─

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書(第三者割当増資) 及びその添付書類
平成18年5月15日
東海財務局長に提出

(2) 臨時報告書
平成18年5月15日
東海財務局長に提出

①企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(優先株式の発行)に基づく臨時報告書であります。

②企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号(事業譲渡)に基づく臨時報告書であります。

③企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)に基
づく臨時報告書であります。

(3) 有価証券届出書の訂正届出書
平成18年5月29日
東海財務局長に提出

訂正届出書(上記(1)有価証券届出書(第三者割当増資)及びその添付書類の訂正届出書)

(4) 臨時報告書の訂正報告書
平成18年5月29日
東海財務局長に提出

①平成18年５月15日付で、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著し
い影響を与える事象)の規定に基づき提出した臨時報告書の記載事項に誤りがあったため、証券取引法第24条の５
第５項の規定に基づき臨時報告書の訂正報告書を提出したものであります。
②平成18年５月15日付で企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(優先株式の発行)の規定に基づき
提出した臨時報告書及び同臨時報告書の添付書類である取締役会議事録の記載事項に誤りがあったため、証券取引
法第24条の５第５項の規定に基づき臨時報告書の訂正報告書を提出したものであります。

(5) 臨時報告書
平成18年5月29日
東海財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)の規定
に基づく臨時報告書であります。

(6) 有価証券届出書の訂正届出書
平成18年6月29日

東海財務局長に提出
訂正届出書(上記(1)有価証券届出書(第三者割当増資)及びその添付書類、及び上記(3)有価証券届出書の訂正届出
書の訂正届出書)

(7) 臨時報告書の訂正報告書
平成18年6月29日

東海財務局長に提出
①平成18年５月15日付で企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(優先株式の発行)の規定に基づき
提出した臨時報告書及び平成18年5月29日付で証券取引法第24条の5第5号の規定に基づき提出した臨時報告書の訂
正報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項があったため、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき臨時報告
書の訂正報告書を提出したものであります。
②平成18年５月15日付で企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい
影響を与える事象)の規定に基づき提出した臨時報告書及び平成18年5月29日付で証券取引法第24条の5第5項の規定
に基づき提出した臨時報告書の訂正報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項があったため、証券取引法第24条の
５第５項の規定に基づき臨時報告書の訂正報告書を提出したものであります。
③平成18年５月15日付で企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第8号(事業譲渡)の規定に基づき提出し
た臨時報告書の記載事項に訂正すべき事項があったため、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき臨時報告書
の訂正報告書を提出したものであります。
④平成18年５月29日付で企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい
影響を与える事象)の規定に基づき提出した臨時報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項があったため、証券取
引法第24条の５第５項の規定に基づき臨時報告書の訂正報告書を提出したものであります。

(8) 有価証券報告書及びその添付書類
平成18年6月29日
東海財務局長に提出

 
 
事業年度 第43期 (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

(9) 臨時報告書
平成18年7月14日
東海財務局長に提出

①企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書でありま
す。
②企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(親会社の異動)及び第４号(主要株主の異動)の規定に基
づく臨時報告書であります。 
 

(10)有価証券報告書の訂正報告書
平成18年11月17日

東海財務局長に提出
①過年度決算の訂正のため、平成16年6月29日付けで提出をした有価証券報告書の記載の一部に訂正すべき事項が
あったため、証券取引法第24条の2第1項の規定に基づく有価証券報告書の訂正報告書であります。
②過年度決算の訂正のため、平成17年6月29日付けで提出をした有価証券報告書の記載の一部に訂正すべき事項が
あったため、証券取引法第24条の2第1項の規定に基づく有価証券報告書の訂正報告書であります。

③過年度決算の訂正のため、平成18年6月29日付けで提出をした有価証券報告書の記載の一部に訂正すべき事項が



 
  

  

あったため、証券取引法第24条の2第1項の規定に基づく有価証券報告書の訂正報告書であります。

(11)半期報告書の訂正報告書
平成18年11月17日

東海財務局長に提出
①過年度決算の訂正のため、平成16年12月17日付けで提出をした半期報告書の記載の一部に訂正すべき事項があっ
たため、証券取引法第24条の5第5項の規定に基づく半期報告書の訂正報告書であります。
②過年度決算の訂正のため、平成17年12月20日付けで提出をした半期報告書の記載の一部に訂正すべき事項があっ
たため、証券取引法第24条の5第5項の規定に基づく半期報告書の訂正報告書であります。

(12)臨時報告書
平成18年11月22日

東海財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)の規定
に基づく臨時報告書であります。

(13)有価証券届出書の訂正届出書
平成18年12月12日

東海財務局長に提出
訂正届出書(上記(1)有価証券届出書(第三者割当増資)及びその添付書類、及び上記(3)有価証券届出書の訂正届出
書、並びに上記(6)有価証券届出書の訂正届出書の訂正届出書)



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年11月16日

株式会社すみや 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社すみやの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４３期事業年度の中間会

計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る半期報告書の訂正報告書の中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社すみやの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

（追記情報） 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、過去に大幅な損失を計上したことを主要因として、平成

１６年３月期までの３事業年度で現金及び現金同等物が大幅に減少しており、資金残高に比して短期借入金

残高が多額となる状況にある。また、固定資産の減損会計の導入に伴い多額の減損損失が発生し、純資産が

大幅に毀損した状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計

画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

３．半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、過年度に亘る販売奨励金など合理的根拠

に乏しいリベート取引の計上が発見されたため、会社は中間財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正

後の中間財務諸表について再度中間監査を行った。この訂正の結果、中間損益計算書に与える影響は、売上

原価が９,６１６千円増加し、それにより売上総利益が同額減少し、営業損失が同額増加し、経常利益が同

額減少し、税引前中間純損失及び中間純損失も同額増加している。また、中間貸借対照表に与える影響は、

流動資産合計が１７,６３９千円減少し、流動負債合計が５０,０００千円増加し、中間未処理損失が６７,

６３９千円増加している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

静岡監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  靖  平  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  八  木  達  博  ㊞



以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
   

平成18年12月18日

株式会社すみや 
取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社すみやの平成18年４月１日から平成19年3月31日までの第44期事業年度の中間会計期間（平

成18年4月１日から平成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社すみやの平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年4月１日から平成18月9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は短期借入金残高が多額の状況にあり、また、当中

間会計期間において762百万円の中間純損失を計上している。当該状況により継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されている。中間財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していな

い。 

２．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 ３ 引当金の計上基準（３）ポイント引当金に記載されてい

るとおり、会社は従来、ポイント使用分を売上値引として処理してきたが、当中間会計期間より親会社

である株式会社TSUTAYAとの会計処理の統一をはかるため、販売費及び一般管理費として処理してい

る。 

３．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業

会計基準適用指針第8号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 最終改正平成18年8月11日 企業会計基準第1号）及び「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年8月11日 企業会計基

準適用指針第２号）を適用している。 

４．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

三優監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  杉田  純  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  久保 幸年  ㊞



以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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